
 

 

取 組 事 例 

（所定外労働削減・年休取得促進・多様な正社員・朝型の働き方・テレワーク） 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組の目的： 

 

 

 

 
 
 

取組の概要： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業名：セイコーホールディングス株式会社 所在地：東京都中央区 

社員数：単体 137 名 連結 12,033 名 

業 種：時計等製造業、情報通信業、宝飾品小売業等の各事業会社の持株会社 

＜現在の取組＞（以下、同社を「ＨＤ」、傘下の事業会社を「グループ各社」と表記） 

○ 「女性活躍推進」から「全員活躍推進」への継続的な取組 

  2013（平成 25）年度から、グループ全体で女性活躍の推進に積極的に取り組んで

いる。取組の当初、グループの全従業員を対象とした女性活躍に関するアンケート

調査により、現状把握・課題抽出を行った。これを踏まえ、方針の決定や取組の進

捗管理・効果把握を担う「女性活躍推進委員会」（ＨＤの社長が委員長を務め、グ

ループ各社の人事担当役員で構成）と、従業員の意見の吸い上げや具体的な取組の

企画・立案を担う「女性活躍推進プロジェクト」（ＨＤとグループ各社の女性従業

員と管理職で構成）を立ち上げ、取組の推進体制を整えた。 

  取組の一例としては、アンケート調査の結果、特に男性管理職層と女性従業員と

で女性活躍の現状認識にギャップのあることが判明したため、その差を埋めるべ

く、女性活躍推進委員会の方針決定の下、それぞれを対象とした研修や講習会を繰

り返し実施していることが挙げられる。 

また、グループのイントラネット上に立ち上げた女性活躍推進の専用サイトで、

女性活躍推進プロジェクトのメンバーがグループ内外で先進的な取組を実施してい

る会社に取材した内容を発信するなど、意識改革のための取組も継続的に実施して

いる。 

2015（平成 27）年度には、取組の効果や残る課題・新たな課題を把握して更なる

取組に生かすため、２回目のアンケート調査を実施した。さらに、2018（平成 30）

年度に３回目のアンケート調査を実施し、体系的にＰＤＣＡサイクルを回す仕組み

が定着している。 

2017（平成 29）年度からは、これまでの「女性活躍推進」の取組を基礎に「全員

活躍推進」を掲げ、働き方改革など社員全員が活躍できる環境づくりに取り組んで

いる。 

 

 

 

急激に変化する時代に対応し成長していくため、様々な人材がお互いの多様性を認

め合い、誰もが生き生きと働くことができる「全員活躍推進」の取組を進め、これま

でになかったアイデアや製品、イノベーションを生み出すことを目指している。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 「セレクティブタイム制度」の導入 

   2018（平成 30）年 6月から、従業員が自身の都合に合わせて３種類の始業・終業

時刻を選択できる「セレクティブタイム制度」をトライアルで導入している。 

   従来、所定の勤務時間帯は原則として「①午前９時半から午後６時まで」の１種

類だったが、本制度の導入により、新たに「②午前８時半から午後５時まで」と

「③午前 10 時半から午後７時まで」が選択肢に加わった。 

   前日までに申請すれば利用することができ、例えば夜に習い事のある日は②を選

び、出勤前に役所での手続を済ませたい日は③を選ぶなど、私生活の都合に応じて

柔軟に勤務できるようになったと従業員から好評である。 

   また、同じ制度を導入しているセイコーウオッチ（株）では、営業部門において

取引先の売場改装の応援業務を夜間に行うことが多いため、その日は③の時間帯を

選択して朝遅めに出勤するといったように、業務上の都合にもある程度合わせるこ

とが可能になった。 

   時間帯の幅を広げつつも一日の労働時間は変えないことで、フレックスタイム制

と比較して従業員・会社ともに労働時間の把握・管理が容易であることや、導入済

みの時間単位年休制度との併用で、私生活の都合に相当程度対応できるというメリ

ットなどから、現在、ＨＤでは約 25％の従業員が本制度を利用している。 

 

○ 個人別「ノー残業デー」の実施と「残業申請カード」の活用等 

   特定日に定時退社を促す「ノー残業デー」については、2017（平成 29）年度まで

は一律、毎週水・金曜日としていたが、2018（平成 30）年度から、毎週金曜日は引

き続き固定しつつ、もう１日は従業員が個別に曜日を選択できるようにした。 

各人が選択できる１日については週ごとに曜日の変更を可能としており、業務の

見通しを踏まえて最適な日を「ノー残業デー」に設定することで、繁忙期でもメリ

ハリを付けて業務に取り組めるようになった。さらに、毎月第３金曜日は「完全退

社デー」として、当日朝に全従業員にメールで通知した上で午後７時には自動で一

斉消灯している。 

  また、残業する従業員は各自の机上に「本日は○時まで残業します（残業申請済

み）」と記載された「残業申請カード」を掲示することとしており、事前申請の徹

底と退社時間の見える化によって所定外労働の削減を進めている。 

  そのほか、2018（平成 30）年 11 月から、終業から翌日の始業までに最低 10 時間

の休息期間を設ける「勤務間インターバル制度」を導入し、繁忙期であっても最低

限必要な生活時間・睡眠時間を確実に担保することとした。 

 

○ 計画的な年休取得の取組 

  年次有給休暇の取得促進策の一つとして、年２日分は年度初めに取得予定日を設

定し、土曜・日曜と合わせて４連休以上とする「計画休暇」を奨励している。急な

業務でやむを得ず取得できなかった場合は改めて日を設定するという柔軟性を持た

せつつ、各部署で従業員の年休取得状況を管理し、全員が年度末までに取得できる

よう取り組んでいる。 

また、年１回、連続４日の年休を取得する場合に特別休暇を１日付与し、連続５

営業日の休暇とする「リフレッシュ休暇」も設けており、従業員は任意に選択した 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状とこれまでの取組の効果： 

 

 

 

 

 

 

 

 

（H３１.３） 

・所定時間外労働（月平均） 

  2014（平成 26）年度 22.9 時間 → 2017（平成 29）年度 16.0 時間 

・年次有給休暇取得率（年平均） 

  2014（平成 26）年度 53.1％ → 2017（平成 29）年度 56.3％ 

・女性管理職比率 

  ＨＤ単体   2013（平成 25）年 12.5％ → 2018（平成 30）年 23.8％ 

  グループ全体 2013（平成 25）年 5.3％ → 2018（平成 30）年 11.8％ 

１週間で旅行を楽しむなど、心身のリフレッシュを図っている。 

  

○ 業務改善の取組 

業務改善・労働生産性向上の取組として、2017（平成 29）年に全従業員を対象

に、業務に潜むムダの発見等をテーマとした外部講師による「業務効率化研修」を

実施した。その後、各部の従業員から成る「業務改善ワーキングループ」を立ち上

げ、研修で得た知見も踏まえ、改善策の企画や改善事例の共有・展開を進めてい

る。 

 

＜今後の取組＞ 

○ 在宅勤務制度の導入検討 

  現在は育児・介護中の従業員のみが利用可能な在宅勤務制度をトライアルで導入

しているが、今後は本導入を検討している。 


